
 業 務 概 況  

東京入国管理局のマスコットキャラクター 
～とりぶ(Tokyo Regional Immigration Bureau) ～ 

東 京 入 国 管 理 局 
成 田 空 港 支 局 

平成２９年１０月  



１ 成田空港支局の沿革等 

１９７８年（昭和５３年） ５月２０日  成田入国管理事務所設置 
１９８１年（昭和５６年） ４月 １日  東京入国管理局成田支局に改組 
１９９２年（平成 ４年）１２月 ６日  第２旅客ターミナルビル供用開始  
１９９４年（平成 ６年） ９月 ４日  東京入国管理局成田空港支局に改称 
２００６年（平成１８年） ８月 １日  分庁舎開設 
２０１２年（平成２４年） ３月３１日  ビジネスジェット専用施設供用開始 
２０１５年（平成２７年） ４月 ８日  第３旅客ターミナルビル供用開始 

  支局長の下に次長，２審査監理官，

総務課，偽変造文書対策室，審査管理
部門，情報管理部門，第一～第十二審
査部門，第一，第二審判部門，企画管
理・執行部門及び処遇部門が置かれ，
職員数は８００人（平成２９年度）で
ある。 

２ 組織・職員数  

支 局 長 

審査監理官 

審査監理官 

総務課 

偽変造文書対策室 

首席審査官 

次 長 

（審査管理担当） 

首席審査官 

首席審査官 

首席入国警備官 

首席入国警備官 

（第一～第十二審査担当） 

（第一，第二審判担当） 

（企画管理・執行担当） 

（処 遇 担 当） 

首席審査官 
（情報管理担当） 

【組織図】 
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３ 施設 

南ウイング審査場 
（上陸審査場１カ所・出国 
審査場２カ所の計３カ所） 

北ウイング審査場 
（上陸審査場１カ所・出国 
審査場１カ所の計２カ所） 

 
  

分庁舎（警備部門） 第３旅客ターミナルビル 
（上陸・出国審査場） 

南北審査場 
（上陸審査場２カ所・ 
出国審査場３カ所） 

 庁舎は，第１旅客ターミナルビル，第２旅客ターミナルビル，第３旅客ター
ミナルビル（ＬＣＣ専用）及び空港整備地区の成田国際空港株式会社第２ビル
内（分庁舎）に分かれて所在する。 

ビジネスジェット・ターミナル 
（上陸・出国審査場） 

南ウイング審査場 
（上陸審査場１カ所・ 
出国審査場２カ所） 北ウイング審査場 

（上陸審査場１カ所・ 
出国審査場１カ所） 
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４ 審査業務概況 

▲ 東京入国管理局本庁舎（港区港南） 

 平成２８年における出入（帰）国者数は約２，６９４万人で，全国の約３３％（全国最大）を占
めており，前年に比べ約６％（約１６４万人）の増加となっている。このうち，外国人入国者数は
約６８２万人で，全国の約２９％（全国最大）を占めており，前年に比べ約１１％（約７０万人）
増加となっている。 

（１）出入（帰）国者数 
  ア 成田空港における出入（帰）国者数 
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▲ 東京入国管理局本庁舎（港区港南） 

 
 

▲ 東京入国管理局本庁舎（港区港南） 

  
 平成２８年における全国の出入（帰）国者数は約８，０４４万人であり，このうち，成田空港を利
用した者は約２，６９４万人（前年比約６％増）となっており，全国に占める割合は約３３％と最も
高い。次いで，関西空港の約１，８５１万人（前年比約１５％増，全国の約２３％），羽田空港の約
１，４９８万人（前年比約１９％増，全国の１９％）となっており，この三空港で全国の約７５％を
占めている。 
  

 イ ４大空港（成田空港，関西空港，羽田空港及び中部空港）における出入（帰）国者数 

 
 

（注）割合（％）は表示桁数未満を四捨五入してあるため，割合の合計は１００％とならない。 
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（２）上陸審判関係 
 
 当支局において平成２８年に一般上陸申請を行った外
国人のうち３，９１７人に口頭審理を実施し，このうち上陸
を拒否した者は２，４９１人であった。これらの多くは，入
国目的に疑義が持たれ，本邦における活動内容等につ
いて立証できないことから上陸を拒否したものである。 
  上陸拒否者の国籍・地域別では，タイが６９７人，インド
ネシアが４５４人，台湾が２１４人，トルコが１８６人となっ
ており，この４か国で全体の約６２％を占めている。 
  
 

（３）偽変造文書対策関係 
 
 偽造旅券などの偽変造文書を行使した不法入国事
案等に対応するため，平成６年に文書鑑識担当の審
査官を配置し，同１１年４月に偽変造文書対策室を設
置した。以降，年々巧妙になる偽変造文書に対応する
ため，高性能の光学検査装置を導入する等，偽変造
文書鑑識体制の充実強化を図っている。 
 当支局において平成２８年に，出入国審査において
発見した偽変造文書は１０３件である。 
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（注）寄港地上陸不許可を除く。 

平成２８年出入国審査において発見された 
偽変造文書の種類別内訳 



（４）指紋鑑識関係 
  テロ対策及び不法滞在者対策として，平成１９年１１月
２０日に施行された改正入管法による個人識別情報（バ
イオメトリクス）を活用した出入国審査の導入に伴い，同
年，当支局に全国の空海港において取得された個人識
別情報の鑑識を行うための審査官が配置された。 
 平成２８年において，全国の空海港で個人識別情報の
活用により退去を命ぜられた者は１，２３５人となってい
る。 
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（５）自動化ゲート関係 
  平成１９年１１月から自動化ゲートによる出入国審

査の開始に伴い，当支局に自動化ゲートが設置され
た。自動化ゲートとは，日本人及び一定の要件に該
当する外国人が，事前の利用登録により，出入国時
にパスポートと指紋の照合による本人確認を行い，
自動的に出入国手続を行うことができるシステムで
ある。 
 平成２８年において，当支局で利用登録した者は，
１００，７５８人となっている。 
   

★利用登録場所（成田空港内） 
①制限エリア内：１ＰＴＢ及び２ＰＴＢの各出入国審査場 
②一般エリア： 
 １ＰＴＢ中央ビル２階のお客様御案内センター隣 
 ２ＰＴＢ３階国際線出発ロビー北団体３３番カウンター 
   



トルコ
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東京入国管理局の機構② 

（１）違反調査関係 
 

（２）収容及び送還関係 
 

５ 警備業務概況 

 平成２８年中に不法入国などの退去強制事由に該当
する違反容疑者として入国警備官から入国審査官に引
き渡されたものは２２７件である。 
 違反者の国籍・地域は２７か国（国籍不詳含む。）で，
国籍別にみると，トルコが７３件で全体の約３２％と最も
多く，続いてイランが４３件，スリランカが４２件となって
おり，上位３か国で全体の７０％を占めている。 
  

 平成２８年の収容人員は１，９７４人である。１人当た
りの平均収容日数は４．４日となっている。 
 また，平成２８年に成田空港から送還した被退去強制
者数は２，４５１人である。 
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（注）収容人員は延べ人数 
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